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本研究では，地域コミュニティに立地するスーパーマーケット等の食料品店が災害時に地域住民に食料を提
供する可能性を分析するための基礎モデルを示す．地域住民は食料品店のランニングストックを備蓄とするこ
とによって，自宅における個人備蓄を減らすことができる．食料品店にとっては，地元住民がより頻繁に利用
するようになれば日常的な利益が増加する可能性がある．本研究では在庫不足と災害到着によって営業が停止
する random stopping timeモデルを定式化し，地域の食料品店における共同備蓄の議論の基礎を提供すること
を目的とする．
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1. はじめに

本研究では，地域に立地する食料品店が，災害時に

おいて，売り場に並べられた食料品や在庫ストックを

救援の食料として地域住民に提供する方策を提案する．

地域住民は食料品店のランニングストックを備蓄とす

ることによって，自宅における備蓄の量を減らすこと

ができる．しかしながら，そのような計画を実行する

ためには，民間企業である食料品店にもメリットがな

ければならない．なぜならば，災害時には帰宅途中の

人々を始め，多くの人が店に飲み物や食べ物を買いに

来る．むしろ平常時よりも集中的な需要が生まれるこ

とも予想される．店の食料品を地域住民に無償で提供

することは，客からの収益を犠牲にすることを伴うか

らである．

近年，企業の社会的責任（corporate social responsi-
bility）に関する議論が盛んになっている．また，地域
貢献によって地元から高い評判を得ることは，長期的

な give-and-takeを通じて店もリターンを得ることにな
り，功利的な意味でも合理的な戦略となり得る．その

一方で，多くの個人商店や中小規模のスーパーマーケッ

トは，より短期的な視野によって倒産のリスクに対応

している．よって，本計画が短期的にも食料品店を利

する可能性が示されれば，計画の実行可能性は高まる

ことになろう．本研究では，住民が日常的に，より頻

繁に地元食料品店を利用するようになれば，店の取引

規模全体が増大することによって平常時の店の利益が

増える，入荷量やストック量が増大するによって，災

害時に住民に提供される食料も増える，という直観的

シナリオを示すとともに，その可能性をモデル分析に

よって検証することを目的とする．

災害に備えるために，常時 3日分の食料をストック
する必要性が唱えられている．広域で甚大な被害をも

たらす南海トラフ巨大地震に対しては 1週間以上の備
蓄が望ましいとの指摘もある．十分な備蓄や救援物資

ロジスティックスを実践するためのアイデアも多様に示

されている．本研究では，これまで住民と自治体，政府

の間の協同や連携と較べると検討が手薄であった，企

業主体と住民のコーディネーションによる備蓄の形態

を議論するための基礎モデルを提供する．

2. モデル

(1) 客の到着と災害の発生

ある地域で営業する食料品店について考える．食料

品店は，スーパーでも個人商店でもよいし，八百屋や

肉屋などを含んだ，ひとつの商店街を構成する商店の

集合でもよい．以下，簡単化のため「店」と表記する．

店において，商品を入荷する時間間隔を T とする．時

点 t = 0において商品を入荷し，時点 t = T に次の入

荷が行われるものとする．また，一度に入荷する食料

品の量を Qとする．時点 tにおける店の食料品ストッ
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図–1 客の到着と食料品ストック，災害の発生

クを s(t)により表す．なお本モデルでは 1種類の財と
してモデル化し，商品の多様性については考えない．

一方，買い物客は到着率 λのポアソン過程に従って

到着するものとする．時点 tまでに到着して買い物をし

た客の数を n(t)により表す．また，全ての客が同じだ
けの量の食料品を購入すると仮定し，一人当たりの購

入量を 1単位に基準化する．個々の客の購入量を確率
変数として扱うことは今後の課題とする．したがって

時点 tまでに売れた食料品の量は，購入した客の人数

n(t)に一致する．食料品ストックと客数の間に以下の
関係が成立する．

s(t) = Q− n(t) (1)

店は時点 t = 0に Q人分の商品を入荷する．その後に

Q人が来店し，s(t) = 0となったところで在庫切れと
なる．なお本モデルでは，時点 T 以前にQ人目の客が

食料品を購入した状況を「在庫切れ」，Q+ 1人目の客
が店に到着した状況を「在庫不足」と呼ぶこととする．

次節で述べるように，「在庫不足」に陥ると，店に負の

インパクトが与えられる．

期間 (0, T ]における災害の到着をハザードモデルに
よって表現する．Ψ(t)を時点 tまでに災害が到着する

確率とすると，時点 tまでに災害が到着せずに微小時

間間隔 (t, t+ dt]に災害が発生する確率は次式で与えら
える．

µ dt =
ψ(t) dt
1 − Ψ(t)

where ψ(t) =
dΨ(t)
dt

(2)

ψ(t)は Ψ(t)の密度関数である．以下の関係が従う．

1 − Ψ(t) = e−µt (3)

上式は時点 tまでに災害が発生しない確率を表す．

(2) 店の期待利益

店が商品を入荷してから次に入荷するまでの期間を 1
つのサイクルと考える．サイクルは終わり方によって，

以下の 3つの事象に分類される．

事象 N (Normal)： 時点 0から時点 T までに在庫不足

も災害も発生しない．

事象 L (Lack of stock)：期間 (0, T ]のある時点 τ に在

庫不足が発生してサイクルが終了する．それまでに災

害は起こらない．営業時間にも関わらず在庫不足によっ

て販売が終了することは評判の低下を招く．よって評

判回復のための努力など，追加的な費用 Bを要するこ

とになる．

事象 D (Disaster)： 期間 (0, T ]のある時点 τ に災害が

発生してサイクルが終了する．それまでに在庫不足は

起こらない．災害発生時点で残っている食料品ストック

s(τ)は，地域住民の避難所の食料として提供される．

確率空間全体を Ωにより表すと，事象N,L,Dは以下
の関係を満たす．

N ∩ L = L ∩ D = D ∩ N = ϕ (4a)

N ∪ L ∪ D = Ω (4b)

ただし ϕは空集合を表す．

各事象に関する店の期待利益をWj (j = N,L,D)に
より表す．事象Nの期待利益WN は以下のように構成

される．

WN = Pr{δ(T ) = 0}

·
Q∑

n(T )=0

(λT )n(T )

n(T )!
e−λT · VN (n(T )) (5a)

where

Pr{δ(T ) = 0} = 1 − Ψ(T ) = e−µT (5b)

VN (n(T )) = n(T ) + εs(T )

= n(T ) + ε(Q− n(T )) (5c)

ただし Pr{·}は確率を表す．{δ(t), t ≥ 0}は災害の計
数過程であり，δ(t) = 0は時点 tまでに災害が発生し

ていないことを，δ(t) = 1はそれまでに災害が発生し
ていることを意味する．また，VN (n(T ))はあるサイク
ルにおいて n(T )の量が売れたときの店の利益を表す．
1単位あたりの食料品の価格を 1に基準化する．一方，
時点 T で残った食料品ストック s(T )は ε(< 1)の価格
によってある特定の業者に買い取られるものと仮定す

る．次のサイクルで売ることができると考えてもよい

が，その場合も，鮮度が下がるため，価格 εは 1より
も小さくなる．

事象 Lの期待利益WL は次式のように表される．

WL =
∫ T

0

Pr{δ(τ) = 0} · Pr{s(τ) = 0}

·Pr{dn(τ) = 1} · VLdτ (6)

すなわち時点 τ で在庫不足によって閉店するケースを，

τ に関して積分している．積分の中の 3つの確率の積
は，時点 τ までに災害が発生せずに，時点 τ の期初の

時点で在庫切れの状態であり，その期に客が到着して
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在庫不足が発生する確率を表している．VLは事象 Lで
得られる利益を表す．各項は以下のように与えらえる．

Pr{δ(τ) = 0} = e−µτ (7a)

Pr{s(τ) = 0} = Pr{n(τ) = Q} =
(λτ)Q

Q!
e−λτ (7b)

Pr{dn(τ) = 1} = λdτ (7c)

VL = Q−B (7d)

式 (6)は以下のように整理される．

WL =
λQ+1(Q−B)

Q!

∫ T

0

τQe−(λ+µ)τdτ (8)

そして事象 D の期待利益 WD は次式のように表さ

れる．

WD =
∫ T

0

Pr{δ(τ) = 0} · Pr{dδ(τ) = 1} Q∑
n(τ)=0

(λτ)n(τ)

n(τ)!
e−λτ · VD(n(τ))

 dτ (9a)

where

Pr{dδ(τ) = 1} = µdτ (9b)

VD(n(τ)) = n(τ) (9c)

Pr{δ(τ) = 0}は式 (7a)に等しい．VD(n(τ))は事象 D
で得られる利益であり，n(τ)が確率変数であるため確
率変数である．

店の期待利益は以下のように表される．

EW = WN +WL +WD − p0Q (10)

p0 は卸売価格であり，p0Qは入荷費用に相当する．

(3) 災害時のストックの期待値

災害時に店に存在する食料品の量について，事象 D

に関する条件付き期待値は以下のように表される．

E[s(τ)|D]

=
1

P (D)

∫ T

0

Pr{δ(τ) = 0} · Pr{dδ(τ) = 1}

·

 Q∑
n(τ)=0

(λτ)n(τ)

n(τ)!
e−λτ · s(τ)

dτ (11a)

where

P (D) =
∫ T

0

Pr{δ(τ) = 0} · Pr{s(τ) ≥ 0}

·Pr{dδ(τ) = 1}dτ (11b)

s(τ) = Q− n(τ) (11c)

Pr{s(τ) ≥ 0} = Pr{n(τ) ≤ Q}

=
Q∑

n(τ)=0

(λτ)n(τ)

n(τ)!
e−λτ (11d)

Pr{δ(τ) = 0} と Pr{dδ(τ) = 1} はそれぞれ式 (7a)，
(9b)により与えられる．

(4) 住民による備蓄と支出

地域住民の人数を 1に基準化する．単位時間あたり
の店の利用頻度は λである．一方，住民は地域の外の

大型ショッピングセンターにも λ̃の頻度で買い物に出

かける．大型ショッピングセンターの方が価格が安く，

1単位当たり ω (< 1)であるものとする．また住民は自
身で hの量の食料備蓄を行う．住民の単位時間あたり

の消費水準 uと支出 Γは以下のように表される．

u = λ+ λ̃ (12a)

Γ = λ+ ωλ̃+
ωh

θ
(12b)

ただし θは食料備蓄が耐久する時間の長さを表す．θを

越えると買い換える必要がある．また，個人は備蓄用

食料を大型ショッピングセンターで購入するものと仮定

する．個人備蓄量 hは以下のように決まる．

h = H − E[s(τ)|D] (13)

H は災害後の 3日間を生存するための食料の量を表し
ている．本方策の導入によって，各個人はE[s(τ)|D]の
量の食料を食料品店にて得ることを期待することがで

きる．よってその分を差し引いた残りの必要量を個人

で備蓄しておけばよい．また，消費水準 uの達成が与

件であるとき，大型ショッピングセンターにおける買い

物の頻度 λ̃は λの水準に依存する．

λ̃(λ) = u− λ (14)

3. 誘因整合性条件

店が災害時の食料提供に合意するためには，その仕

組みの導入によって期待利益が増加する必要がある．一

方，住民にとっては，日常的にある一定の消費水準を

実現するための支出が減少する必要がある．いま，店

は入荷量Qを決定し，住民は店の利用頻度 λを決定す

る．店と住民の間にこの災害時食料協定が成立するた

めには，両者の誘因が整合的である必要がある．すな

わち以下の２つの不等式を満たす (Q∗, λ∗)が存在しな
ければならない．

EW (Q∗, λ∗) ≥ EW0(Q0, λ0) (15a)

Γ(Q∗, λ∗) ≤ Γ0(Q0, λ0) (15b)

ただしEW0(Q0, λ0)と Γ0(Q0, λ0)はそれぞれ協定が存
在しないときの店の期待利益と住民一人の支出を表す．

協定が存在しないとき，店は災害が発生してもサイク

ルが停止しない．すなわち事象Dは起こらない．その

ときの期待利益 EW0は，2.(2)に示すモデルの，災害

に関連する項に µ = 0を代入することによって得られ
る．また，個人の支出 Γ0 は，式 (12b)に h = H を代

入することによって与えられる．
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4. おわりに

地域住民は，より頻繁に地域の食料品店で買い物を

することによって，個人備蓄を減らすことができる．食

料品店は，増加した客の需要を賄うために入荷を増や

し，日常的な利益を増やすことができる．本研究はこの

ような直観を理論的に検証することを目的としている．

このような仕組みは，食料品店が，防災性能が高い

商店街アーケードの中にあり，住民が商店街アーケー

ドの中のオープンスペースを避難所として利用するこ

とができるときに，より魅力を増す．あたかも避難所の

中に食料備蓄倉庫があり，住民はオンサイト (on-site)
の食料備蓄を得られるような環境となるからである．

今後は，まずは数値計算によって，ある (Q0, λ0)に
対して，誘因整合性条件 (15a)(15b)を満たす (Q∗, λ∗)
の存在を確認し，その範囲を求める．結果は発表時に

報告する．
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